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中国系移住者の新しい社会空間形成に関する一考察
北京・上海・福建調査結果から
田 嶋 淳 子
１．はじめに
本稿の目的は，現代社会における移住現象の一端を日本での生活経験をもつ中国系移住者
を対象とする調査から明らかにすることである。本論文での移住者とは出身地を離れて１年
以上の期間を出身地以外の社会で暮らした経験をもつ人のすべてを指す。移民との違いは定
住を視野にいれているか，否かであり，定住が前提とされていない国境をこえた移動を含め
て移住現象をとらえる。ここでは主に送り出し社会に戻った移住者たちを調査対象としてい
る。それでは，なぜ彼らを帰国者と呼ばないかといえば，彼らの中にわずかではあるが，日
本国籍をもつもの，海外での永住権をもつ者を含んでいるからである。このことは現代にお
ける国際移住の本質に関わる問題といえる。彼らにとって，中国での生活は帰国ではなく，
再移住と呼ぶべきものである。このため，これらの人々を包括的にとらえる用語として移住
者を用いている。
こうした視点から問題をとらえることの必要性について述べておこう。近年の国際移住研
究の中では，旧来の移民論が依拠してきた前提が崩れてきていると考えられる。移住者は移
民のように受け入れ社会における定住を必ずしも前提として移住してはいない。受け入れ社
会に住み続ける場合もあれば，母国やその他の国への再移住を選択する場合もある。その場
合，彼らの生活はいずれの地点とも完全に切り離されてしまうわけではない。なぜなら，彼
らは移住の前にも，後にも受け入れ社会と送り出し社会のいずれにも生活の拠点を持ち続け
ているからであって，関係は常に双方に残され，開かれた形で間をつなぐように移住生活が
展開していく。その上，政治的な関与や経済的，社会的な活動における広がりが，移住者の
生活を受け入れ社会のみならず，送り出し社会やそれ以外の地点と結び始めている。こうし
た現象をA・ポルテスはトランスナショナリズムとして総括する（Portes et.al.,1999)。
ここでの議論の焦点は，移住者が作り出す新しい社会空間の生成である。受け入れ社会に
おける移住者は送り出し社会との間に，政治的，経済的，社会・文化的紐帯を持ち続ける。
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とりわけ，現代社会においては情報空間の共有が可能であり，かつ密接につながれているこ
とが彼ら移住者たちの現実認識を大きく変化させている。移住生活において，文化変容は一
面において手段として不可避だが，必ずしもすべての面で必要とは考えられていない。移住
者たちは地域社会レベルでの組織化を経て，経常的かつ日常的な生活世界を母国やネットワ
ークのつながる地域間に形成し始めている。現状ではその帰結がどこへ向かっていくのか結
論づける段階にはないというが，前述のように新しい傾向が示されていることは否定しえな
い(前掲,p229)。ポルテス以外にも，移住研究のフィールドワークを進める研究者はこうした
社会現象に注目する。それをシーラーらは越境する社会空間（transnational social space)と
呼ぶ（Schiller，Bausch & Blanc,1999)。日本社会における移住者たちの現実はこの20年来，
存在の厚みが増し，往来が急激に増加していく傾向にあり，独自の移住プロセスを形成し始
めている。
これらの議論を受けて，本稿では日中間における移住がどのレベルに達しているのかを検
証するというよりも，むしろ実態としてどのように日中間における移住者の空間が結び合わ
されていくのかを考えてみたい。
なお，日本社会にあっては国の政策レベルで入国時点から定住を前提として迎え入れてい
る人々は中国帰国者ならびに難民をおいては存在しない。ただし，これらの人々でさえ，最
終的に日本社会を定住の地として選択するのか否かは必ずしも既定の問題とはなっていない。
以上のことから，日本社会と移住者をめぐる問題を考える時，新たな社会空間の生成は一つ
の重要な議論を提示すると考えられるのである。
日中間における政治的，経済的，社会・文化的関係はこの２０年来あらゆる側面において
結びつきを強めており，その流れは一貫している。移住ではない，移動現象（たとえば旅行
や短期の研修）でさえ，移住に付随する新たな人の動きと考えられるのである。
本研究が依拠する調査は中国，日本およびEUにおける移住研究者の共同研究成果によるも
のである（注１）。調査は北京市，上海市，福建省の３地域を調査地点として，2001年11月よ
り予備調査を開始し，地域によって調査期間に若干のずれはあるものの2002年6月までの期間
に調査を実施した。調査の実施にあたっては，北京では中国人民大学，上海では華東師範大
学，福建では泉州中国華僑大学および廈門大学の協力を得た(注2)。各地域の日本に関する調
査部分の調査対象者は北京が102名，上海が102名，福建が95名であり，本稿における分析対
象はこれら299名である（注3）。
２．中国系移住者のプロフィール
調査対象者は男性が3分の2，女性が3分の1である。この割合はいずれの地域においても共
通している。この数字は筆者が1988年に池袋地区で調査を実施した当時の割合に匹敵する。
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ただし1995年以降，日本における中国人登録者数の男女比率は逆転している。すなわち，女
性の移動と滞日が増加する傾向にある。
出生地をみると，北京調査では北京出身者が26人(25.5％)，上海調査では上海出身者が71
人(69.6％)，福建調査では福建出身者が87人（91.6％)を占める。同様に出国前居住地では北
京調査における北京居住者が75人（73.5％)，上海調査では上海居住者が84人（82.4％)，福
建調査では福建居住者が92人(96.8％)である。移住経験を経て地域間移動が起こることは地
方ほど少ないといえる。
出国時の平均年齢は北京で30.9歳，上海で29.9歳，福建で28.1歳，帰国時の平均年齢は北
京で36.0歳，上海で34.0歳，福建で32.3歳で，それぞれの滞日期間は平均で北京が61.4ヶ月，
上海が49.4ヶ月，福建が48.4ヶ月である。福建省のみ子供時代を日本で過ごした対象者を含
み，出国年齢の最小は10歳，帰国年齢の最小が14歳であった。それ以外の地域では出国時の
最小年齢が19歳であり，高校卒業以降に出国していることがわかる。そして，30歳前後の働
き盛りの時期を日本で平均6年程度過ごしているのである。滞日期間はそれぞれにとっての「ゴ
ールデンエイジ」である。
また，滞在期間の最長は北京で12年6ヶ月，上海で17年3ヶ月，福建で11年3ヶ月であり，国
籍および永住権を取得した人が北京で4人(3.9％)，上海で8人(7.8％)，福建で2人（2.1％)で
あった。永住権ではアルゼンチンのケースが１人含まれている。長期滞日者の中に，日本国
籍，永住権を取得する者が増えている。長期滞在者へのインタビューによれば，永住権取得
は母国での事業展開を始める契機となるとの指摘もある（田嶋，2002,p46)。
出国時期についてみると，北京の場合79年および80年代前半の割合が15％程度であり，上
海，福建では90年代前半が最も多く，90年代で全体の8割を占める。北京における出国時期は
他の２地域よりも若干早く80年代後半にピークがある。その背景には，北京の場合公費派遣
が多いことが影響している。中国国内の留学政策との関連からみれば，公費派遣が私費派遣
よりも早い段階で始まる。対外開放政策の一環で主に1979年から80年代の前半にかけて公費
派遣が始まり，86年以降に私費出国による語学留学等が本格化する（注4）。
表１ 調査対象者の概要（男女別・調査時点の年齢別構成）
総数 男性 女性 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50歳以上
北京
(%)
102
100.0
64
62.7
37
36.3
5
4.9
9
8.8
25
24.5
31
30.4
19
18.6
11
10.8
上海
(%)
102
100.0
67
65.7
35
34.3
3
2.9
11
10.8
19
18.6
21
20.6
23
22.5
17
16.7
7
6.9
福建(注１）
(%)
95
100.0
62
65.3
32
33.7
1
1.1
9
9.5
33
34.7
32
33.7
5
5.3
8
8.4
6
6.3
注１ 福建省の総数には性別、年齢のいずれも無回答を１名含む。
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今回の調査においては，私費派遣の割合が圧倒的に高いが，1980年代の出国状況にあって
は出国者全体の量的な増加とともに，私費による出国が７割を超える状況となる（注5)。北
京の場合，表3に示すように，公費出国者が36.3％と上海の25.4％より10ポイント近く高い。
私費派遣は福建がもっとも多く，72.6％，上海で68.6％であり，出国時期との対応関係にあ
るものと考えられる。男女別でみれば男性は女性よりも早く出国しており，女性の場合には
配偶者による呼び寄せが出国要因の一つとなっている。
公費派遣の場合には国家教育委員会の選抜による派遣と職場推薦や大学・研究機関からの
要請を受けて留学をするケース，私費の場合には職場との関係を保ちながら，あるいは辞職
を選択しながら，日本での生活を選択するケースがある。私費の場合には経済的に負担が大
きく，それに見合うだけの見返りがある保障はどこにもない。にもかかわらず，多くの青年
が海外を目指した要因の一つには移住者がネットワークのつながりの中で，移住地を選択し
ていることが指摘できる。
私費出国者の場合には，日本国内に何らかのつながりをもって出国するケースが多い。こ
の点について，出国前に海外に知人がいたか否かを確認したところ，上海において知り合い
がいたケースが全体の68.6％を占め，他地域とは異なる傾向を示した。特に，上海および北
京において，出国形式の違いが知人の有無と関連のあることが確認されている（注6)。上海
の場合，私費出国者の81.2％が海外に知人を持っており，北京ではその割合が66.0％を占め
た。知人の存在が一定の誘因として出国を促す傾向にあることを示すといえよう。上海にお
ける知り合いとの具体的な関係としては家族・親族が24.4％，友人・同級生が37.3％，配偶
表２ 出 国 時 期
総数 1979年 1980-84 1985-89 1990-94 1995-99 2000
北京
(%)
102
100.0
3
2.9
12
11.8
39
38.2
37
36.3
11
10.8
上海
(%)
102
100.0
4
3.9
23
22.5
41
40.2
34
33.3
福建
(%)
95
100.0
2
2.1
22
23.2
38
40.0
30
31.6
3
3.2
表３ 出国形式（公費・私費区分別）
総数 公費 私費 その他 無回答
北京
(%)
102
100.0
37
36.3
57
55.9
8
7.8
上海
(%)
102
100.0
26
25.5
70
68.6
5
4.9
1
1.0
福建
(%)
95
100.0
21
22.1
69
72.6
4
4.2
1
1.1
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者が5.9％である。福建においては他の２地域ほど明確な違いは認められなかった。私費出国
者の場合，知り合いの有無よりも，出国の機会を提供する移住産業の存在が顕著であり，福
建調査では業者に誘われたというケースが散見された。
出国費用は福建調査で平均7.2万元ともっとも高く，上海が5.9万元，公費派遣の多い北京
では3.6万元である。日本国内にいる知り合いの有無と出国費用は若干の関連があることが読
み取れる。これらの費用は基本的に自分自身の蓄積か家族・親戚の範囲でまかなわれている。
学歴構成では大学卒業が北京および福建で45％，上海で29.4％である。上海の場合には高
校卒業が15.7％，短大卒業程度が25.5％と他の地域に比べて，短大卒業程度が多く，福建の
場合には大卒に次いで，高校卒業以下が４割を占める。北京では大卒に次いで，修士が28.4
を占め，他地域に比べ学歴が高めである。北京調査に関しては80年代の早い時期から海外へ
の公費派遣留学生が送り出されており，地域特性として公費留学生が多い点は当然とも考え
られるが，全体の傾向を把握しきれていないこともあり，本調査が公費派遣に偏っている点
に留意する必要がある。また，こうした要素を別としても，出国者自体はいずれの地域にお
いても平均的な学歴構成をはるかに上回る高学歴者によって構成されている。出国前職歴で，
中学校や高校の教員をしていた人々がいずれの地域においても一定の割合でみられた。これ
らの職業は中国国内において給与水準が低く，経済状況の改善を目指した点が出国理由とし
ても指摘できる。
表４ 出国前海外に知り合いがいたか否か
総数 知り合いがいた いなかった 無回答
北京 102 46 52 4
(%) 100.0 45.1 51.0 3.9
上海 102 70 31 1
(％) 100.0 68.6 30.4 1.0
福建 95 46 49
(％) 100.0 48.4 51.6 0.0
表５ 中国での最高学歴
総数 中学卒業 高校卒業 短大卒業 大学卒業 修士 博士 その他 無回答
北京
(％)
102
100.0
2
2.0
7
6.9
46
45.1
29
28.4
15
14.7
2
2.0
1
1.0
上海
(%)
102
100.0
16
15.7
26
25.5
30
29.4
24
23.5
3
2.9
3
2.9
福建
(％)
95
100.0
4
4.2
34
35.8
44
46.3
7
7.4
4
4.2
2
2.1
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主な出国目的は日本語の学習および専門の研究であり，留学・就学を目的とする。ただし，
福建調査においては日本語の学習に次いで，「お金を稼ぐこと」が全体の33.3％を占めており，
他の地域よりも出稼ぎ形態が中心といえる。
３．移住者ネットワーク
私費による出国者は出国以前に海外におけるネットワークをもっており，そのつながりの
中で，受け入れ社会での生活を始める。出国時点での手続きなどに関して誘いをうけたり，
代行してもらったりする中には受け入れ社会における住宅の確保，仕事の斡旋，生活上の困
難への対処における協力も当然含まれている。
受け入れ社会における移住者ネットワークは移住者の量的な増大に伴い，移住産業として
確立される傾向を示す。例えば，1988年に日本での修士号取得を目指して来日した上海青年
T氏の場合，同僚の誘いを受けて中野区で木造賃貸アパートでの生活を開始したのだが，入国
時点では迎えもない中で，上海人による有料送迎サービス（ただし，無許可）を利用してい
る。価格は比較的適正なものだったと語っているが，中国からの移住者を目当てに，流入初
期段階で，日本国内の移住産業が起業を初めていることが確認できる。居住地は北海道から
沖縄まで広がっているが，中心は東京と大阪である。そこでの移住者ネットワークには各地
域での共通点と相違点がある。
住宅へのアクセスは主に保証人（日本人）あるいは家族・親族関係によって調達される。
利用されるネットワークは家族・親族関係を中心としながらも，母国での同級生，同僚関係
などそれぞれが移住者としてもつ資源（ネットワーク）を最大限に利用している。こうした
傾向は自らの生活の安定が達成される２年前後を経て次なる呼び寄せを移住者の周囲に広げ
る。前述のT氏の場合には，来日3年後には婚約者を呼び寄せ，その後婚約者の姉妹２人が彼
らの力で来日する。すべてはT氏の来日が契機となっているのである。
こうした関係の中で，日本での移住生活を実現していくにあたって，もっとも頼りにして
いる関係は同郷者である。困ったときに頼りにする人として，上海の場合には同郷者の占め
る割合が58.1％，関係としては家族・親族の他，同級生が多い。このことは移住者ネットワ
ークが入国前の海外に居住する知り合いからつながっていることを示す。
もちろん，受け入れ社会における移住プロセスの進展の中で，日本人との関係も深まって
いく。全体の24.4％は指導教授や同僚，同級生の日本人を相談相手としている。これはあく
までも私費を中心とする上海のケースであり，北京の場合には入国前からの知り合いが45.1
％であり，公費派遣の場合には特に公的な関係や機関を中心に生活が形成されていく。それ
でも家族，親族，同級生といった関係で3割程度は同郷者のネットワークが働いている。北京
の場合には，とりわけ日本人との関係が重要な要素として示されており，55.7％の人が相談
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相手は日本人と回答している。
福建の場合には，同僚が38.5％，同級生が29.2％，家族23.1％であり，住宅探し，仕事探
しと同様，福建省人による援助が67.5％を占める。日本人による援助は32.5％で福建省人に
次いで多いことがわかる。なお，北京，上海調査において「その他の省人」という項目は，
自分自身がその他の省出身者であるために同郷者ネットワークや家族・親族関係がここで示
されていると考えられる。
つまり，これらのネットワーク形成において特徴的なことはそれぞれの同郷者ネットワー
クが移住地である日本社会において，それ以外の地域へと必ずしも広がらないことである。
同じ中国人というカテゴリーで受け入れ社会では受け止められるが，移住者の側では明確な
違いが意識されている。そして，日本人との関係が同郷者に次いで重要であることがわかる。
北京においては，同郷者を押さえて日本人がもっとも頼りにされている。このことは北京調
査において北京出身者が全体の25％のみであり，他郷出身者が多いことと関わりがあるだろ
う。
日本人との関係については，北京で89人(87.3％)，上海で88人(86.3％)，福建で68人（71.6
％)が「友人がいる」と回答している。福建の場合，中国国内ではほとんど知り合う状況にな
いが，北京や上海では1割程度が同級生として日本人の友人がいたと回答している。ただし，
主な関係は来日後の移住生活の中で作られている。とりわけ同じ職場で働く同僚としての日
本人は北京，上海のいずれにおいてももっとも多く，北京で55.1％，上海で44.3％であった。
その他の回答については，隣人や家主，先生，あるいは仕事上のつきあい，パーティで知り
合った人，ネット上の友人などが続く。
表６ 困った時に頼りにする人の出身地域（複数回答）
回答者数 上海 北京 福建 その他の省 華人 華僑 日本人
北京
(％)
88
100.0
6
6.8
27
30.7
6
6.8
16
18.2
7
8.0
3
3.4
49
55.7
上海
(％)
86
100.0
50
58.1
4
4.7
1
1.2
14
16.3
2
2.3
6
7.0
21
24.4
福建
(％)
83
100.0
2
2.4
3
3.6
56
67.5 0.0
4
4.8
1
1.2
27
32.5
表７ 日本人の友人との関係（複数回答）
回答者数 親戚 中国での同僚 中国での同級生日本での同級生 日本での同僚 その他
北京
(%)
89
100.0
1
1.1
7
7.9
10
11.2
29
32.6
49
55.1
38
42.7
上海市
(％)
88
100.0
2
2.3
1
1.1
7
8.0
37
42.0
39
44.3
18
20.5
福建省
(％)
68
100.0
1
1.5
1
1.5
1
1.5
5
7.4
21
30.9
30
44.1
注：回答者数は日本人の友人がいる人のみ
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日本人と知り合う機会は同郷者と知り合う機会に比べ，職場と学校以外に開かれているわ
けではない。同郷者との関係でみると留学生連合会や同郷会など，大学単位というよりも中
国系移住者を結びつけるネットワークの結節点が広く存在する。これは近年の傾向ではある
が，校友会やダンスパーティなども作られており，送り出し社会からのネットワークを強化
する方向に働いている。
４．日本で得たもの（日本認識）
中国系移住者の出国要因は福建において，「お金を稼ぐ」出稼ぎ志向が明確に示されている
他は，日本語の習得と専門分野の研究がそれぞれ３分の１程度を占めている。ただし，日本
経験はそれだけに集約されるわけではなく，日本で暮らした平均して４年から６年あまりの
歳月がその後の生活にいかなる影響を与えているのかをみていく必要がある。
日本で得たものは学位であったり，広い視野や見識，経験など有形無形だが，いずれの地
域における調査でも，９割以上は滞日経験が価値あるものであったととらえている。北京に
おける学位の推移はもっとも顕著である。大学卒業生のうち，28.6％が修士，50.0％が博士
号を取得している。公費による派遣および理科系が多いこともあって，学位の取得がその後
の生活に大きく影響を与えている。日本で大学卒業資格や修士号をとり，帰国後はさらに上
の学位を目指したと考えられるケースもあり，日本で過ごした時間の成果は明らかである。
それだけに，日本に対する評価は肯定的であり，帰国後の生活満足度，仕事への満足度も高
い。上海についても，北京ほどではないものの博士号取得者が2.9％から13.7％へと増加して
いる。しかし，上海，福建に関していえばそれ以外の学歴面で必ずしも明確な数値上の変化
は読み取れず，学歴の積み上げという形での成果は示されていない。むしろ，後述するT氏の
ケースのように，母国で成功を勝ち取るための日本経験を手に入れたという意味で滞日期間
を肯定的に評価していると考えられる。また，福建調査においては，得たものとして経済的
な豊かさ（蓄積や収入の向上）を指摘する人が回答者74人中33人で44.6％を占め，社会的な
経験をはるかに上回っている。ただし，手に入れた技術や学位がそのまま帰国後の職業に結
びついているケースは必ずしも多くない。
表８ 海外での最高学歴
総数 短大卒業 大学卒業 修士 博士 その他 無回答
北京
(％)
102
100.0
3
2.9
7
6.9
25
24.5
42
41.2
19
18.6
6
5.9
上海市
(％)
102
100.0
10
9.8
9
8.8
12
11.8
14
13.7
18
17.6
39
38.2
福建省
(％)
95
100.0
2
2.1
8
8.4
2
2.1
5
5.3
29
30.5
49
51.6
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５．帰国要因
日本での居住を打ち切るにあたってはそれぞれに帰国を促す状況がある。前述のT氏のケー
スでは，私大の大学院法学研究科の研究生にはなったものの，残念ながら修士号の取得は果
たせなかった。大学院への進学には１年で見切りをつけ，日本の中企業で２年間働いている。
その経験を活かし，５年の滞日を打ち切って93年に帰国する。その背景には帰国した時に周
りの友人たちが起業することで，日本で暮らす自分たちよりも豊かになっていると実感した
ことにある。チャンスは祖国にあると感じたT氏は日本で稼いだ資金と借入金１５万米ドルを
元手にトラックを９台購入し，企業向けの運送会社を始める。92年に改革開放政策のてこ入
れがあり，上海経済がテイクオフを始めるまさにその時期である。表９で言えば，日本で働
くよりも帰国した方が有利という計算が働いている。ただし，T氏の場合，彼の帰国は日本と
のつながりを切ることにはなっていない。なぜなら，彼らの尽力で日本へ呼んだ妻の妹二人
はその後日本人と結婚し，日本国籍を取得している。すなわち，日本人の親族になったので
ある。T氏にとって，日本はもう一つの親族が暮らす国であって，彼らはいつでも日本に来る
ことができる。T氏によれば，年商はすでに10億元を上回る。当初の9台から始まった運輸業
は今やトラック90台，従業員100人を擁するまでの企業に成長している。その支えとなったの
は，日本における就業経験であったことは言うまでもない。
「帰国が有利」という理由で帰国した人は北京で45.5%，上海で28.4％，福建で21.2％で
ある。北京では「祖国の発展のため」がこれに続く。福建では「家族要因」が36.5％でもっ
とも多い。親の介護や，別居生活が長く続くことへの懸念などがある。また，「進学できない」
「就職できない」などそのままではビザの延長が難しい状況も合わせて13％程度を占める。
むしろ，「祖国の発展のため」は少ない。その背景には，北京や上海に比べ，帰国後の経済的
なチャンスが開かれていない点が指摘できる。母国での生活に対する満足度は生活面でも，
仕事面でも福建のみ不満を抱く人が全体の５割近い。北京や上海ではいずれの面でも８割か
ら９割が満足と回答しているが，福建の場合明らかに異なる生活経験があり，そこから導か
れる現状への不満がある。
表９ 帰国要因（複数回答）
回答者数 家族要因 子供の教育 進学できない就職できない 職場の要請 帰国が有利 祖国の発展のため その他
北京
(％)
101
100.0
22
21.8
13
12.9
1
1.0 0.0
23
22.8
46
45.5
29
28.7
5
5.0
上海
(％)
102
100.0
19
18.6
8
7.8
4
3.9
5
4.9
20
19.6
29
28.4
12
11.8
19
18.6
福建
(％)
85
100.0
31
36.5
11
12.9
5
5.9
6
7.1
24
28.2
18
21.2
6
7.1
10
11.8
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福建調査における回答者の最大の希望は「学んだことや技能を活かして業績を上げる」と
いう点にある。3割がこうした希望をもって帰国している。また，「お金を稼ぎ，収入を上げ
る」ことも2割を占めている。しかし，帰国後家庭の主婦や無業が1割程度いることからもわ
かるように，日本での経験が活かせる職場が必ずしも存在していない。また，日本で学位を
取得し，帰国した人々にとっても，一面ではシステムの違いが彼らの足を引っ張る要因とな
るケースもある。その点についての受けとめを次にみてみよう。
６．移住者の再適応過程と移住第二世代としての子供たち
ここでの中国系移住者は基本的には移住第一世代である。すなわち送り出し社会での文化
を身につけて，受け入れ社会へと自らの意志で出国している。それだけに受け入れ社会で生
まれたり，あるいは母国から幼くして連れて来られた移住第二世代と比較して，送り出し社
会での生活に違和感を覚えるはずはないと考えるのが一般的である。しかし，今回の調査に
あっては，母国でさまざまな側面に適応できないと感じている回答者が北京および上海でそ
れぞれ59.8％と52.9％であった。それだけ滞日期間が長く，日本での生活に適応しきってい
たということである。
不適応な点として指摘が多かったのは，サービス，環境，衛生状態および人間関係である。
移住者であるが故に日本社会では複雑な人間関係に巻き込まれていなかったという面がある
ことは言うまでもないが，戻れば再び複雑な人間関係の中で，もまれていくことになる。
この点について，日本の大学院で医学部の博士号を10年かけて取得したＹさんは新たな事
業を始める上での困難を次のように語っている。「母国に不在であった10年間，母国は変化し
ていなかったわけではなく，かつての人間関係はすべて切れてしまっている。まったく新し
い環境の中で，新たな起業のために新しい人間関係を作りあげなければならない。それは大
きな困難を伴う」という。さらにＹさんの場合には５歳で上海から引き取り，15歳まで日本
で育った娘がいる。娘にとって，上海での生活はまったく記憶になく，新しい社会での新し
い体験だという。言葉に関しては問題ないと考えていたＹさんだが，娘が現地校の環境に慣
れないことで心を痛めている。
環境，サービスはこの10年来めざましく改善されており，都市部に関していえば，基本的
にまったく問題ないが，生活のリズムや仕事のやり方について，変化はまだ途上である。日
本式経営を持ち込むにせよ，中国的な良さを再発見するにせよ，不在であった期間を再び取
り戻す時間が必要である。そして，不在であった期間は中国社会にとって激動の10年であり，
とりわけ変化の大きい10年であったことは間違いない。
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７．残される紐帯（送り出し地域における移住者の生活空間）
前述のＹさんは夫が留学で日本へ先に出国し，１年遅れで夫と同居するために子供をおい
て1988年に日本へ来ている。彼女の場合には，上海で医師であり，専門を極めたいというこ
とから国立大学医学部の大学院で研究に従事する。この間夫は彼女と子供の生活を支えるた
めに，日本企業で就労し続けてきた。Ｙさんが上海に戻った現在も，夫は日本で働き，Ｙさ
んと娘の生活を支えている。新たな別居生活が帰国によってもたらされた。こうしたケース
は必ずしもまれではない。夫のみ先に帰国したケースや，Ｙさんのように妻のみ，あるいは
両親は先に帰国し，子供のみ残したケースなど移住をめぐる別居家族形態は多様である。移
住者の家族・親族が現時点で海外に在住しているか否かを尋ねたところ，北京と福建で3割程
度，上海で45.1％の人が「いる」と回答している。上海については，カナダ，オーストラリ
ア，アメリカ，ニュージーランドなど移民国家に兄弟や親族が暮らすケースがあり，また日
本における居住も海外在住親族の半数程度を占める。前述のＴさんおよびＹさんのいずれも
がこうしたケースに含まれる。
海外に親族関係をもっている場合，日本との行き来やビザの取得は比較的容易である。か
れらは日本国内での情報に関しても，あるいは日本人との関係においても，中国系移住者と
しての基盤や関係を日本に残している。ただし，再訪の機会が一番多かったのは北京で63人
（61.8％）次いで上海34人(33.3％)，福建は13人（16.3％)であった。いずれの地域において
も，仕事のための出張がもっとも多く，親族訪問や旅行はまだ極めて少ない。その他として
は会議への出席や研修などがある。また，日本人家族をもつ上海人男性の場合には永住権を
もっての再移住であり，子供や家族を日本に残して上海で新たな事業を始めるために日本と
中国とを行き来しているという。こうしたケースは中国社会が発展途上にあって，多くのチ
ャンスを海外在住者に提供し始めている今日増える傾向にある。
上海市嘉定区に設置された留学生創業園区にはカナダや日本から再移住した起業家たちが
融資などの面で有利な条件を提示され，母国への投資と起業を進めている。この場合にも，
移住先に家族を残し，単身で中国に戻って事業を始めるケースが多い。一面で，移住先に家
族を残し，配偶者が就業を続けることでリスクを分散することが可能であり，母国とはいえ，
表10 帰国後、適応できないところの有無
総数 ある ない 無回答
北京
(％)
102
100.0
61
59.8
40
39.2
1
1.0
上海
(％)
102
100.0
54
52.9
45
44.1
3
2.9
福建
(％)
95
100.0
37
38.9
52
54.7
6
6.3
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いつでも撤退できる条件を備えながら投資を進めている。
中国で暮らす彼らにとって海外の情報入手経路は重要である。日本との関係でいえば，家
庭における衛星放送の受信は難しいのが一般的だが，一部では可能となっていることが回答
からはわかる。現状ではインターネットが急速に普及していることもあって，いずれの地域
においてもインターネットによる情報入手がもっとも多く，また手軽に行われている。次い
で，国内の新聞・テレビである。
インターネットの普及はめざましく，中国国内から日本のサイトに入ることは他のメディ
アの場合と異なり極めて容易である。そのため，今後ますますインターネットによる情報の
共有化が進むと考えられる。また，日本にいる在日中国人にとって，衛星放送形式で母国の
テレビを直接視聴することが可能であり，この点も情報の共有という意味で時差および境界
をなくす傾向にある。
日本にいる友人との連絡は極めて頻繁に行われており，在日中国人との関係についてはい
ずれの地域でも８割から９割が何らかの形で連絡をとりあっている。もちろん，前述のよう
に家族・親族がいるケースあるいは自らが呼び寄せた友人などとの連絡が多い。彼らの場合，
自分自身は帰国しても関係する誰かは日本国内にいる。在日する友人や親族との主な連絡方
法は，北京の場合電話が35.7％，e-mailが33.8％であり，上海では電話が49.6％，e-mailが
26.4％であった。上海は北京に比べると若干インターネットの利用が少ない。また，福建に
おいても上海と同様，電話が全体の73.6％を占め，e-mailは3人に１人程度であった。特に農
村部では依然として電話やｆａｘが重要な通信手段となっている。
表11 現時点で海外に在住する家族・親族の有無
総数 いない いる 内日本在住 無回答
北京
(％)
102
100.0
72
70.6
30
29.4
15
14.7
上海
(％)
102
100.0
55
53.9
46
45.1
23
22.5
1
1.0
福建
(％)
95
100.0
67
70.5
28
29.5
16
16.8
表12 日本の情報入手経路（複数回答）
回答者数 親族・友人 国内の新聞 国内のテレビ 衛星放送 インターネット その他
北京
(％)
102
100.0
27
26.5
45
44.1
45
44.1
22
21.6
58
56.9
12
11.8
上海
(％)
102
100.0
37
36.3
41
40.2
30
29.4
11
10.8
45
44.1
6
5.9
福建
(％)
80
100.0
13
16.3
30
37.5
18
22.5
9
11.3
35
43.8
4
5.0
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日本人との場合には連絡はあるものの頻度は必ずしも多くない。祝祭日や記念日などに電
話や手紙を送る形が多い。毎年日本国籍を取得する中国人が４千人を超え，永住権をもつ在
日中国人も増加傾向にある。日本社会と中国系移住者との絆はその面からも強化されている。
８．国境を越えた移住者空間の形成
中国系移住者による日本と中国とを結ぶさまざまなネットワークや組織の形成あるいは起
業が送り出し地域と受け入れ地域の双方において進んでいる。日本国内における中国系エス
ニック・ビジネスに関する研究はその一端を拙著において展開し，その後も継続的なアプロ
ーチと考察を進めている(田嶋,2003b)。その中では，日本社会で一定の成功を収めた起業家
たちが，母国でのさらなる発展を目指して，新たな事業を展開し始めている状況が示されて
いる。中国系移住者たちにとって，彼らの市場は日本国内における40万人の在日中国人にと
どまらない。視野はむしろ母国の13億人の市場に向けられている。そして，日本と中国との
狭間にあって，それらをつなぎ，𨻶間を埋める形での事業展開が彼らにとってもっとも有利
な形で進められている。
これまでの考察からは以下の３点が指摘できる。まず第１には何よりも一人の帰国あるい
は再移住はそのまま日本社会と中国系移住者との関係の終結ではない。むしろ，受け入れ社
会におけるさまざまな関係を改めて送り出し社会に持ち込み，そのことがさらなる移住や往
来を促していく。移住とは決して一方向にのみ働くものではない。前述Ｔ氏の事例では，起
業にあたって，義理の兄弟である日本人の親族から相応の出資を募っており，株主として企
業を支えてもらっているという。かれらは日本から頻繁に上海を訪れており，Ｔ氏自身が日
本へ行くまでもないという。移住は常に人と地域とをつなぐベクトルをもって進展しており，
送り出し，受け入れの社会双方に移住に関わるさまざまな移住産業を作り出し，移住を促す
方向で働いていくのである。
第２には，文化変容は受け入れ社会における生活を実現するために必要とされる状況に代
わりはないが，移住者の増加は受け入れ社会に移住者独自の社会空間を生成し，そこに流入
する新たな移住者にとっては新たな言語を必要としない生活空間が作られていく。そのこと
は都市という視点から捉えた時には一つの下位文化世界の生成であり，また送り出し社会と
人の往来の結節点を作り上げているという点で重要である。この点について，これまでの筆
者の調査研究からは移住者が活用する移住ネットワークが同郷人ネットワークとして示され
ていることと一部重なりあう要素をもっているものと考えられるのである。
第３には長期的にせよ，短期的にせよ，複数の社会で生きることを選択する移住者たちを
受け入れる社会において，今後考慮すべきことは社会保障面での接合といった問題であろう。
母国の選挙権を受け入れ社会において行使する人々を取り込もうとする送り出し社会からの
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働きかけが始まっている。中国系移住者に関していえば，選挙権ではなく，むしろ送り出し
社会からの抱え込みというべき組織化が進む。その意味でも二つの社会を同時に生きるとい
うことが現実化しつつある。
大都市部に関する生活レベルの違いはこの10年来ほとんど意識されないほどに小さくなっ
てきている。発展のスピードという意味ではむしろ送り出し社会であった中国は受け入れ社
会になり始めている。120平米の高層マンションと自家用車のアウディを所有し，お手伝いさ
んを雇い，子供を私立の全寮制学校に通わせる。15年前には中野の６畳１間に友人と同居し
て日本で生活していたT氏の現在は，日本と中国とを行き来しているビジネスマンたちの一つ
の典型である。
日本社会が停滞している間に，急速な発展をとげた中国は中国系移住者たちにとって新た
な市場と機会を提供している。二国間のみならず，移住者の視野には移民国家における移住
者ネットワークが張り巡らされている。校友会組織はその中で就職情報をいち早くネットワ
ークに連なる人々に与える重要な回路だという。
情報共有空間の形成は，移住者たちに次なる方向を示す重要な回路である。日本社会がこ
うした人材としての中国系移住者の最終的な定着，定住先となり得るのか否かは受け入れ社
会の対応に関わっている。自らの移住経験を総括し，日本での生活が有意義であったと考え
ている移住者が９割に達する。子供の留学についても，子供をもつ移住者の８割が肯定的で
ある。反日的なメディア情報が，移住経験を経ての日本の現実を知ることで改められたと語
る移住者もいる。ただし，子供の留学先を日本と考える人は45.1％であり，欧米の英語圏を
希望するという人が54.9％と上回る。
移住経験は確実に移住者たちの生活世界を広げ，送り出し社会への再移住は彼らに従前の
生活とは異なる生活をもたらしている。それは約束された成功と活躍する舞台を広く与える
ものとなっている。中国系移住者にとっての移動と定着は，送り出し，受け入れ社会の変動
の中で，さまざまな選択の可能性を示し始めている。その中で，新しい社会空間の生成は受
け入れ社会における移住者世界の分離ではなく，受け入れ社会に打ち込まれた移住者のくさ
びを送り出し社会やその他の社会と融合し，溶け合わせる可能性を示している。国家レベル
での政治的対応が新しい社会空間の生成を取り込み始めている。
（注１）本研究は2001年度トヨタ財団研究助成B「日本およびEUにおける中国系移住者の移動と定着
に関する研究－ローカル，リージョナル，グローバル・ネットワークの解明にむけて－」ならびに2002
年度淑徳大学学術研究助成にもとづく成果である。
（注２）調査対象者の選定に関しては，調査地の状況に応じて，それぞれ以下の方法がとられた。も
とより，サンプリングが可能なデータベースは存在しない。そのため，北京市においては中国人民大
学社会学部李路路教授の協力のもと，大学院生４名が中心となり，留日同学会など日本経験をもつ留
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学生組織の名簿を入手し，そこから対象者とコンタクトをとり，調査協力を依頼する形をとった。ま
た，上海市においては，華東師範大学駱克仁教授の協力のもと，100名の社会調査実習受講者に１名
につき，１名の調査を課題としてそれぞれの身近にいる該当者を調査する形式をとった。福建省にお
いては，華僑大学の在学生の郷里において調査対象者を探す予定であったが，密航事件摘発直後とい
う状況の中で，地元政府の協力を得られず，許金頂助教授の個人的な努力により，雪だるま式に対象
者を選定している。また，質問紙による調査とあわせ，筆者を含む担当者が各地域20名ずつのインテ
ンシィブ・インタビューを実施している。
（注３）本稿での分析対象は日本経験をもつ移住者部分のみであり，本研究で行った調査の一部を利
用する。本研究は前述のとおり，EUにおける移住者調査部分も含んで構成されている。この部分に
ついては今後の研究課題である。また，今回の分析にあたっては調査対象者から1978年以前の渡日者
を除外している。なぜなら，1979年以降中国政府による公費派遣の留学生政策が本格化し，新しい渡
日者の流れが始まったと考えられるからである。上海については，駱教授による105名の分析結果が
公表されているが，78年以前の渡日者を含むため，ここでの分析結果とは異なる(田嶋,2002)。
（注４）中国政府による留学生政策に関する考察は田嶋，2001を参照されたい。
（注５）公費，私費の割合について，全体の傾向を示す資料は限られているが，前掲の拙稿表２では
上海総領事館レベルでの1986年から89年にかけての記録を示した。これによれば，86年の27%から87
年の47％，88年の75％と推移しており，ここでの中国系移住者における公費・私費割合はほぼそれ以
降の傾向を確認する数字となっている(田嶋,2001,表２参照）。
（注６）北京，上海では，出国前に海外に知り合いがいたか否かと出国形式のクロス集計を行ったと
ころ，いずれも有意水準５％で関連がありとの結果を得ている。
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A Study of M igration and Settlement of Chinese
 
Transmigrants :From an Analysis of Beijing,
Shanghai,Fujian Returned M igration Studies
 
Junko TAJIMA
 
This paper explored the migration and settlement tendencies of Chinese transmigrants
 
from the analysis of Beijing,Shanghai,Fujian returned migration research.These studies
 
were conducted from November,2000to April2002and were supported by grants from
 
Toyota Foundation and Shukutoku University.Research results were obtained from a
 
total of 299 respondents, 102 from Beijing, 102 from Shanghai, and 95 from Fujian,
respectively.
I compared each of the research results and described the migration process of Chinese
 
immigrants in Japan,who have already returned to China.Returned migrants from each
 
region have the characteristics of making their networks.They had been in Japan as
 
foreign students and their relatives.Almost two thirds of the informants were students
 
studying overseas on their own expense.They had acquaintances abroad before their
 
exits from China,and it was suggested that their networks were the main reason for
 
their exit. In order to achieve their purpose,they used networks of their ethnic groups
 
and cultural capitals as far as possible.They chose these resources according to their
 
needs for achieving their migrant’s life. They returned to China, because of family
 
problems or to achieve greater success.
I concluded that although they returned to China,their ties and networks remained in
 
Japan. They often live apart, leave their family in other countries so they need to
 
maintain their transnational social space with their family and relatives or friends for
 
their daily contacts.They have the new informational space between Japan and China by
 
internet and satellite TV.They can obtain news and information through networks of
 
Chinese immigrants settled in Japan.When they experienced the migration process in
 
Japanese society,there were already established industries for Chinese immigrants, so
 
that they had little need of cultural adaptation except for that of language.
Contemporary Japanese society is influenced by the globalization of the economy and
 
the culture.Globalization has changed traditional immigrants to transmigrants because
 
of their new informational circumstances. This paper examined the new trends of
 
transmigrants.
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